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研究要旨 災害支援者は、救助・救援活動に従事する中で、さまざまな心的外傷的
出来事や業務に関わるストレスを体験する。帰還後、あるいは中長期的な経過の中
で、メンタルヘルスの問題を生じる事例についても多数の報告がなされており、支
援者支援は考慮すべき重要な問題である。しかしながら、支援者支援については、
一般的な指針としてのガイドライン（IASC,2007）やマニュアル（WHO,2011）は存在
するものの、具体的な支援方略については明らかにされているとは言い難い。そこ
で、本分担研究では、支援者支援における組織的な体制、および具体的な活動方略
を明らかにし、支援者支援マニュアルを作成することを目的とした。本年度（平成
29年度）は、平成28年度本研究で行った過去の災害事例における支援者支援の検討か
ら得られた現状の把握と課題についての整理を基に以下の点を検討した。 
1) 支援者支援の目的、定義、対象を明確化。 
2) 支援者支援の実際を介入、連携、撤収、引継に分けて検討。 
3) 支援者支援に有用なツール、評価法を検討 
4) 特殊例としてご遺体、ご遺族の対応を検討 
5) 国際ガイドライン "IASC Who is Where, When doing What (4Ws) in Mental  
    Health and Psychosocial Support" の翻訳 
これらを元に、次年度（平成30年度）はマニュアルを作成・配布する。 

 
 
Ａ．研究目的 

本研究分担班の目的は、支援者支援の具体的方
略を明らかにし、最終的に支援者支援マニュアル
を作成することである。平成29年度は支援者支援
の目的、定義、対象を明らかにした上で、平成28
年度本研究班の検討から得られた知見を基に支援
の実際を検討し、実際にマニュアルを作成・配布
する上での問題整理、項目整理を目標とした。 
 
Ｂ．研究方法 

平成28年度は過去の災害事例、および災害時に
おける精神保健・心理社会的支援における組織間 

 
連携のあり方について事例検討を行い、課題の抽
出を行うことが必要であると考え、実際に行われ
た支援者活動（平成27年関東・東北豪雨災害、平
成28年4月熊本地震災害）について、ワークショッ
プ形式で検討を行った。その結果、1)支援者支援
においては、時系列、および同時期に活動する組
織間での連携を適切に行うための情報共有や役割
分担のための工夫を講じることが重要である。2)
さらに、多岐に渡る属性を持つ支援者支援を行う
にあたり、支援者の属性ごとの保障体制を把握す
ることが必要であることが確認された。 
平成29年度は、マニュアル作成に向けて支援者
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支援の目的、定義、対象を明確にするとともに、
情報共有、役割分担、補償等の支援に係る具体的
検討が必要であると考えられた。 

本研究班の構成員（本分担研究の研究協力者）
は、DPAT活動の経験、および専門的な知識を有す
るDPAT関係者（DPAT事務局員、DPATアドバイ
ザー精神科医師）、日本赤十字社の災害救護の経
験、および専門的な知識を持つ日本赤十字社関係
者（日本赤十字社災害医療コーディネーター、日
赤こころのケア指導者、日赤本社災害救護担当者
等）、国内外における心理社会的支援活動の多数
の経験を持ち、かつ専門的な知識を持つ者（公益
社団法人 セーブ・ザ・チルドレン ジャパン、
宮崎大学）、既に産業医療において精神保健実践
の経験を有する者（産業医科大学）の計14名であ
る。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究においては、個人情報に相当する内容は扱
っていない。また、資料として掲載している研究デ
ータの取り扱いについては、データを保持・保有す
る所属機関の承諾を得た上で掲載している。以上の
理由から、倫理面における問題はないと判断した。 
 
Ｃ．研究結果 
Ⅰ．支援者支援の目的・ポイント（資料1）： 
 目的 
 1.被災地の支援者に対するストレス軽減・ 
  メンタルヘルスケア 
 2.DPAT活動を行う隊員自身が支援活動に従事 
  する上でのストレス管理・メンタルヘルスケ    
  ア 
 対象 
 被災地内の支援者・被災地外からの救援者 
 被災地内にいる全ての被災者は支援者になる 
 可能性がある 
 支援者の家族、支援者の派遣元職員も含む 
 支援者支援のポイント 
 1) 立ち位置を知り、周りを見る 
 2) イライラは感染する 
 3) スイッチを入れてCSCALLL 
    C: command & control 
 S: safety 
 C: communication 
 A: assessment 
 L: look 
 L: listen 
 L: link 
 管理者がスイッチをいれ、組織として対応する 
 
Ⅱ.支援者支援の概念図（資料2） 

対象者を中心として、専門家集団（DPAT等）、
保健師・救護班（こころのケア班等）だけでなく
事業体が連携、協働しなければならない。各団体
組織で情報共有するためのツールが必要である。 

DPAT で 使 用 す る 個 票 の 共 用 と デ ー タ 化
（MDS:mini-mum date set）を推進した。 
さらにPsySTART、Sprint-E等新たな評価法を導入
に向けて検討、評価した（資料3）。 
 
Ⅲ.評価法（資料3.4） 
PsySTART(Psychological Simple Triage and  

Rapid Treatment)とは米国で開発された心理的簡
易トリアージと一次対応のためのツールである。 
2分でデータを収集でき、ケアの決定をサポートす
る精神トリアージタグである。 
 1) 個人的なトリアージ 
 2) 疫学調査 
 3) 多数傷病者の評価 
 4) コミュニティへの災害時のケア 
を目的とし、リアルタイムにメンタルヘルスにつな
ぎ、クラウド・電話を使用した情報集積・提供も可
能である。具体的には、地域・病院・避難所を評価
し、精神・心理社会的重症度の割合を計算し、これ
から精神不安定になる人の割合を表し、アウトブレ
イクの危険性を示す事が可能である。トレンドを明
らかにすることで、今後の対策を考えることが出来
る。 
評価法の位置づけは以下の通りである。 
 状況からの評価・トリアージ→PsySTART 
 精神、行動からの評価・トリアージ→MDS 
               （Sprint-E等） 
 
Ⅳ.マニュアル概要（資料4） 
名称：｢災害時の支援者支援マニュアル｣ 
メンタルヘルス保持のための基本原則は、 
 1) 正確な情報収集 
 被災状況  
 支援者自身 ハイリスク支援者 
 2) 適切な休養 
 自分の背中は自分では見えない 
 3) 早期の問題認識 
 事前の教育 
 一人で抱え込まない 
 4) 適切な援助希求 
 支援をシステム化 
であり、マニュアルを作成する上で考慮する必要
がある。  
 
Ⅴ.支援の実際 
1)介入（資料5） 
平成28年度の研究から介入の困難さが指摘され

ていた。過去事例検討から介入前に、①災害である
というスイッチを入れる。②心のマップ（PsySTART
等）を作成して可視化した上で優先順位をつける。
③関連団体、組織による会議等で情報共有を行い、
方針を確認する。が必要である。 
 
2)つなぐ（資料6） 
国際ガイドライン "IASC Who is Where, When  
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doing What (4Ws) in Mental Health and Psycho- 
social Support" の翻訳と併せて、被災地でmental 
health,psycho-social support(MHPSS)に参画する
団体、組織を可視化するツールとしてActor’s 
Mapping Pyramidを作成した。 

同Mapを使用することで活動組織自体の立ち位
置や周囲の状況を理解できるとともに、救護活動
を調整する行政職、コーディネーターらの助けに
もなる。平時から準備しておくことで災害中長期
における地域の引継先選定の参考となる。 
 
3)補償（資料7） 

各団体組織の補償状況を調査した。 
引き続き他団体の状況も調査しマニュアルに反

映させる予定である。 
 
Ⅵ.J-SPEEDセルフチェック（資料8） 

被災地疾病サーベイランスであるJ-SPEEDがア
プリ化されるに伴い、救護班へのねぎらいと健康
への注意喚起のためのセルフチェックを追加した。
日々の報告を入力する際、初めの画面に支援者で
ある救護班員の身体・精神的状況を入力する画面
を挿入することで注意を喚起するとともに、具合
の悪くなった班員への早期介入が出来ると考える。 
今後は支援者全体に広げる方策を検討する。 
 
Ｄ．考察 

本邦初、世界的に見ても例を見ない｢支援者支援
マニュアル｣作成に向けて、平成28年度の本研究班
の結果を踏まえて実際的な検討を行った。 
 支援者とは上記の｢支援｣を行う者、すなわち災害
時に力を貸して助けてくれる者と定義した。救援者
は困難な状況や危険に陥っている人を助ける人（例
えば警察官、消防士、救急救命士、自衛官、救護班
員など）である。救援者は自身も被害に遭う。また
凄惨な現場を目撃する可能性のある状況で、危険な
状況の中に飛び込んで救助するイメージがある。一
方、支援者は、災害時に被災者を支援するすべての
職種が当てはまる。したがって前述の救援者に加え
て、医療職、行政職、教職員、ボランティアなどが
含まれる。さらに被災地内で活動するだけでなく、
被災地外にいる派遣元職員や支援者の家族らも｢広
義の支援者｣と考える。 
 支援者支援の目的は、支援者自身の苦しみを和ら
げるとともに、自身にその行為の意味を問い、対人
援助の専門性を習得し、支援者としての資質の向上
を図ることである。 
 これまで災害時における支援者の｢心の健康｣に
関して十分な注意が払われてきておらず、注目され
るようになってからまだ日が浅い。消防、自衛隊な
どのように積極的に取り組んでいる業種はわずか
である。近年DMAT、DPAT、JMAT、日本赤十字
社救護班をはじめ様々な医療チームが被災地支援
に参画するようになった。被災地では凄惨な場面を
体験することも多く、心に傷が残ることがある。医

療チームだけでなく、ボランティアも含めて被災地
支援を行う者たちは、個人的にも組織的にも行動規
範を遵守し、惨事ストレスを学んでおく必要がある。 
 また、最近問題になっているのは、被災地の行政
職員に疲労度が高いことである。関東東北豪雨によ
る常総市水害、熊本地震では、災害地域の行政職員
は自らも被災しながら、市民の生活再建に尽力して
おり、被災者と支援者の二重のストレスを受け、燃
え尽きなど精神・身体の不調を来すことが明らかに
なった。被災地の行政職員は、通常業務を行いなが
ら、非常時対応のため平時を遙かに超える業務量を
扱わなければならなくなる。そして彼ら自身も被災
者なのである。 
 支援者は、被災地復興支援のキーパーソンであり、
彼らが一人でも倒れるとその影響は大きく、復興遅
延の原因にもなり得る。その意味において、支援者
支援は被災者支援につながるともいえる。被災者・
被災地を支援している人すべてを支えるシステム
が支援者支援であり、本マニュアルはその必要性、
意義、方法の理解を目的に作成している。 
 平成28年度の研究で示された課題は、1)支援者支
援では、どの組織が、どの時期にどのような支援を
行うのかを明確にし、組織間で共有し、継続した支
援が行えるようにする点と、2)災害後のメンタルヘ
ルスは、中長期に渡る問題であることを踏まえ、支
援の継続性を考慮する際には、つなぎ先となる支援
者の保障の責任所在を把握した上で支援を行う必
要がある点であった。 
前述したように、メンタルヘルス保持のための基

本原則は、正確な情報収集、適切な休養、早期の問
題認識、適切な援助希求である。この原則を踏まえ、
ふたつの課題を解決できるマニュアルの作成が求
められる。  
 情報収集、共有のツールとして、PsySTART、
Sprint-E等の評価法を検討した。PsySTARTは質問
法ではなく事象から客観的に個人、コミュニティ、
地域を評価し、介入の優先順位をも共有できる有用
なツールである。専門家でなくとも評価できる点も
優れている。繰り返しの評価や地域間の比較を行う
ことも可能である。現在は米国のみで使用されてお
り、日本版に改訂する必要がある。一方、Sprint-E
等は専門家が個人の状況を評価し、治療に結びつけ、
さらに効果判定を行うことが出来る。 
 ただし、いかに評価法を提示しても、早期の問題
認識と適切な援助希求のためには、これら支援をシ
ステム化する事が肝要と思われる。本マニュアルが
組織の管理者に支援者支援の必要性を認識させる
一助になればと考える。また、問題認識のために、
J-SPEED報告アプリに救護班員の健康調査を行う
項目を組み込む工夫を行った。このアプリを使用す
る救護班員を対象に実証研究を行う予定である。 
 支援者支援は、急性期に参入する様々な組織団体
の調整はもちろんであるが、中長期に及びとりわけ
被災地の組織への引継が問題となる。"IASC Who is 
Where, When doing What (4Ws) in Mental  
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Health and Psychosocial Support" と、mental 
health,psycho-social support(MHPSS)に参画する
団体組織をMHPSSピラミッドに当てはめていく
Actor’s Mapping Pyramidは被災地に展開する組織
を可視化するツールとして有用と考える。今後、
過去の災害に参集した組織団体をフェーズごとに
マッピングし、マップの有用性と使用法の検証が
必要である。 
 
Ｅ．結論 

｢支援者支援マニュアル｣の目的は、支援者の良
好なメンタルヘルス保持とレジリエンス強化であ
り、対象は被災地内外で支援にあたるすべての人
である。 

マニュアル作成にあたり以下の課題が明らかに
なった。 
1) 組織管理者への説明と理解 
2) 連携可視化のためにActor’s Mapping Pyramidの 
  普及・評価 
3) 情報共有ツールとしての個票、PsySTART、 
  Sprint-E等評価法の検討と標準化 
4) 個人情報の取り扱いと補償 
 
Ｆ．健康危険情報 

報告すべき事象は、特に生じていない。 
 
Ｇ．研究発表 
 該当なし。 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし。 
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資料１ 支援者支援とは 

 

 

 

資料２ 支援者支援の概念図 
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資料３ 支援者支援評価法の検討 

 

 

 

資料４ 支援者支援マニュアルの概要 
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資料５ 支援の実際 介入 

 

 

 

資料６ 支援の実際 つなぐ 
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資料７ 支援の実際 補償 

 

 

 
 
資料8 J-SPEEDセルフチェック 
 

 


